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Ⅰ．諸言 

 訪問看護ステーション(以下,ステーション)の設置数は、2011 年までは 5,000 か所前

後で横ばいであったが、2012 年から急増し、2017 年 4 月時点で 9,735 か所になった。

一方、毎年 300－500 か所のステーションが休・廃止となっている(全国訪問看護事業協

会,2017)。 

ステーション管理者は、ステーションを運営するため、経営戦略、マーケティング、

経営組織、人材管理、情報管理、財務管理、リスク管理、労務管理、サービス品質管理

など多くの知識が必要であり、役割は多岐にわたる(川越ら,2005; Deary  et 

al.,2005；Ariella  et al.,2009；山口ら,2011)。ステーション管理者の経営・管理の

知識はステーションの経営に直接的・間接的に影響し(小松,2009;山口ら,2011;藤井

ら,2011)、訪問看護管理者講習の受講経験と収支が関連する(池崎ら,2011)。しかし、

日本訪問看護振興財団(2010)の報告では、ステーションの管理者としての経験年数が平

均 5.2 年で、経験年数 1～2 年の管理者は 29.8％、ステーション管理者に就任する前の

管理経験がない者は 6割以上であり、また経営・管理に関する教育等の経験がない管理

者は 55.3％、特に管理経験が 1～2年の者では、64.3％と高かった。またステーション

管理者は、身近に役割モデルがいないため(宮崎ら,2010)、経営管理等のアドバイスを

希望していた(日本訪問看護振興財団,2010)。 

ステーション管理者の自己教育支援のツールとして、OJT ガイドブック(日本訪問看

護財団,2011)、訪問看護ステーションの管理運営経営管理行動指標（叶谷ら,2015）、経

営管理自己評価尺度（柿沼,2015）、事業所自己評価のガイドライン(全国訪問看護事業

協会,2015)等が開発されている。しかし、各指標は自己評価への活用が主体であり、課

題を導いて、課題解決を導く有用性・実用可能性が確保された指標ではない。したがっ

て、ステーション管理者が多忙な中で、自分の管理実践をより客観的に自己評価し、課

題を導き、課題解決の方策の手がかりとなるような指標が必要であると考える。 
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Ⅱ．目的 

地域の各ステーションの経営の安定をもとに、地域の在宅ケアニーズの量的・質的充

足をはかるために、ステーション管理者の経営管理行動指標を開発する。 

 

Ⅲ．用語の定義 

・経営の危機的状況 

  サービス提供の質的・量的な保証をすることが困難となることが予測された状況で

あり、各スタッフの日々のサービス提供による医療・介護報酬を収入源とするステー

ションの存続に支障をきたす状況。 

・経営管理行動 

一定期間赤字をださずにステーション経営の安定を導くためのステーション管理

者の行動。 

・外部指標 

ステーションの経営管理の経営状態を評価する目安として財務分析に要する経営

指標に加え、ケアの質等の評価を含めた経営の状況をとらえるための項目。 

 

Ⅳ．方法 

 研究は 2段階の研究で構成した。 

研究Ⅰとして、ステーション管理者の経営管理行動を明らかにすることを目的に、質

的研究方法を用いて経営管理行動指標原案(以下、指標原案)を作成した。ついで、専門

家会議により指標原案を精錬し、経営管理行動指標試案(以下、指標試案)を作成した。 

 研究Ⅱでは、研究Ⅰで作成した指標試案をステーション管理者が活用するためのガイ

ドブックを作成し、指標試案の有用性・実用可能性を検証し、経営管理行動指標を完成

させた。 

 

Ⅴ．倫理的配慮 

 本研究協力者に研究の趣旨、データの取り扱い、個人・組織の情報保護,途中辞退の

保証、自由意思の尊重、調査結果の公表方法等を文書および口頭で説明し、同意書を得

て調査を実施した。千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認後、実施した(承

認番号 23-17, 27-129)。 

 

Ⅵ．研究Ⅰ 

１． 目的 

 地域の在宅ケアニーズの量的・質的充足をはかるため、ステーションの経営の安定に

向けたステーション管理者の指標原案を作成、精錬し指標試案を作成することである。 
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２． 方法 

１）調査方法 

調査時に 5年以上継続して運営され、経営が安定しているステーションの管理者のう

ち、都道府県訪問看護連絡協議会等の役員に管理者の自薦・他薦を依頼した。 

ステーションの経営状況が悪いと考える時、どのような行動をとったか、なぜそのよ

うな行動をとったか等について半構造化面接を行った。さらに、管理者が確認している

外部指標について聴取した。 

２）調査期間 平成 23 年 2-6 月 

３）分析方法 

 本研究における経営管理行動の定義から、ステーション管理者が常に経営の危機的状

況を回避するように行動することにより、経営の安定を導きうると考え、管理者の認識

する経営の危機的状況の 7つのカテゴリー(山口ら,2014)を、経営管理行動の枠組みと

した。逐語録をもとに質的帰納的に分析した。 

３）専門家会議 

本研究では、専門家を管理者の経営管理行動とその意味を語れる者として、選定条件

を 5年以上の管理者経験を有し、かつ実践報告、研修講師等の実績を有する管理者、お

よび看護系大学大学院または生涯教育機関における在宅看護の研究教育者とした。  

専門家会議前の参加者に指標原案を郵送し妥当性・重要性に関する評価を依頼した。

専門家会議前に、各専門家に対する個人面接調査を実施し、評価とその理由、記載内容

の加筆・修正等について確認し、評価表を回収した。 

評価表をもとに、会議資料を作成し、専門家会議で討議を行い、全員の承認を得て試

案原案の各項目を決定した。所要時間は 2 時間であった。 

専門家会議後、試案原案を修正し、修正案 1とし、専門家会議参加者 4名と専門家会

議に出席できなかった 2 名に修正案 1の評価を依頼した。出席できなかった 2 名は、 看

護系大学大学院の在宅看護学領域を担当する教員と訪問看護の職能団体における管理

者であった。専門家会議後、修正・評価を各 2 回実施し、指標試案を完成させた。 

 

３． 結果 

１）研究協力者の概要 

所属するステーションの設置主体は、社団法人 3、看護協会 1、医療法人 3、医師会 1、

営利法人 1。規模は、常勤 3 名から常勤・非常勤合わせて 13 名まで含み、多様なステ

ーションを含んでいた。ステーション管理者の属性は、全員女性。ステーション管理者

経験年数は、平均 9年 8 か月±4年 0か月(4－17 年)であった。 

２）専門家会議メンバー 

医師会立訪問看護ステーション、訪問看護ステーション管理者の経験を有する複合型

施設の統括管理者、医療法人社団訪問看護ステーションの各管理者1名計3名の管理者、
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および看護系大学の在宅看護学領域を担当する教員 1 名の計 4名であった。 

３）経営管理行動指標試案(山口ら,2016) 

指標試案は、経営の危機的状況 7 項目(山口ら,2014)を予測し予防するため、常に意

識すべき行動の枠組みを示す大項目【ケアの質を保証する】【利用者数を確保・維持す

る】【日々の活動の効率を上げ、利用者数とスタッフ数の急な変動に対処する】等 7 項

目、大項目の実現に必要な行動目標としての中項目 25 項目、具体的行動例としての小

項目 66 項目で構成された。 

４）外部指標 

 利益率、人件費率、平均単価、職員一人一か月あたりの訪問件数、職員一人一日あた

りの訪問件数、スタッフの定着率および専門家会議の討議をもとに「資本」を追加し、

計 7項目とした。 

 

Ⅶ．研究Ⅱ 

１． 目的 

研究Ⅰで作成した指標試案（7 大項目、25 中項目、66 小項目）を管理者が管理実践

に試用し、指標試案の有用性、実用可能性を検証することである。 

 

２． 方法 

１） 調査協力者 

 ステーション設置主体・規模の異なるステーションの管理者で管理経験 5 年以内の経

験の浅い管理者と同ステーションに勤務する常勤看護師とした。 

 

２） 調査方法 

 指標試案を試用するため指標の７つの大項目を構造化して図で示し、ガイドブックを

作成した。 

 指標試案の試用では、ガイドブックを活用し、経営管理行動の構造、指標 の大・中・

小項目を理解して、中項目を評価し、管理者自身の経営管理の課題を抽出し、小項目を

利用して課題解決のための計画を立案するようにした。そこで本指標が狙い通りに試用

できるかについて試用開始時、研究協力者にガイドブックにより指標と経営管理行動の

構造について説明し、経営管理行動の評価、アクションプランの作成、実施を 3 か月行

うこととした。研究者は、必要最小限の説明にとどめ、助言等は行わず、試用開始時、

1 か月後、3か月後に半構造化面接とデータ収集を行った。 

 有用性は、指標試案の活用により、ステーション管理者の経営管理行動を改善するた

めの認識および経営管理行動が変化すると考え、検証の問いをステーション管理者とし

ての自分の課題を抽出し、課題解決のための行動を導けたか、経営管理行動における認

識や経営管理行動の変化はあったか、とした。 
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実用可能性は、検証の問いを指標試案試用による負担感の有無と今後の活用意向や活

用可能な場面とした。 

３）調査期間 29 年 2 月～8月 

４）分析方法 

各研究協力者のインタビューにより得られた音声データから逐語録を作成した。ステ

ーション管理者としての経営管理行動に関する課題に気づくことができたか、課題への

対処行動をとった結果はどうであったか等について語られている部分を文脈の意味を

失わないように区切り、切り出し、分析単位とした。分析単位から課題抽出、計画立案、

実施という一連の流れを抽出し一覧表を作成した。 

ついで経営管理行動における認識や行動の変化について語られた部分を切り出し、分

析単位とした。経営管理行動評価の変化については、各大項目の平均値の試用時と試用

後 3か月の変化についてレーダーチャートを用いて示した。 

 

３． 結果 

１）研究協力者の概要 

研究協力ステーションの設置主体は、医療法人 2、営利法人 3、社団・財団法人 1 で

あった。常勤換算 2.8 人から 10.0 人と、小規模から大規模のステーションであった。 

 試用開始時のステーションの収支状況は、黒字 3、均衡 1、赤字 2 であった。 

 研究協力者の年代は、20 歳代 1名、30 歳代 1 名、40 歳代 1名、50 歳代 2名であった。 

２）有用性 

全員が大・中項目または小項目をもとに管理者としてなすべき行動および自己の課題

に気づき、小項目をもとに解決の計画を立案した。うち 5 名が、経営の危機的状況を予

測し、3 名(B、C、F)は計画するまで､2 名(A、E)が行動に至った。 

 経営管理行動の変容に至った 2名の試用結果を例示すると、研究協力者 A は経営管理

行動の構造図から複数の指標の関係を理解し、自分の経営管理行動の結果としておこる

ことを予測し、１つの大項目に関する課題を解決するために、予防的に 2つの大項目に

ついて計画を立案した。研究を実施した結果、研究協力者 A は、危機的状況を予防し、

さらにスタッフの主体的な行動を引き起こしていた。 

３）実用可能性 

3 か月指標を試用した 5 名に、負担感はみられなかった。 

 研究協力者 5 名(A、B、C、E 、F)は、今後の活用意向と活用可能な場面については、

経営管理を行う上で本指標を使用しモニタリングする、組織内の複数のステーションで

使用し、多面的に評価するために用いる、管理者がスタッフへ管理者の行動を言語化す

る、あるいは管理者の行動の意図を説明する際に活用するという意見を述べた。 
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Ⅷ．考察 

 研究Ⅱにおいて、指標試案の試用により、経験の浅い管理者 6 名全員が自分の課題に

気づき、解決の方策を立案したこと、計画を実施できた 5 名に試用による負担感もみら

れなかったこと、および 5名の研究協力者が指標試案をステーション管理者の経営管理

行動の説明や評価に今後も活用する意向を述べ、経営管理行動としてなすべきことを理

解したと考えられることから、以下のように考える。 

本指標は、ガイドブックを活用し、経営管理行動の構造、経営管理行動の大・中・小

項目の意味を理解してもらい、大・中項目を定期的に評価し、課題を抽出し、小項目を

利用して課題解決のための行動をとり、定期的に評価、課題抽出、計画、実施を繰り返

す。その結果、管理者として認識と行動変容を起こすことにより管理者が力量開発する

ことに用いることができると考える。したがって、指標試案は開発の狙い通りの有用性

が確認され、実用可能性があると考える。 

 

Ⅸ．結論 

本指標は、ステーション管理者がステーションの経営安定化に向け、常に意識すべき

行動を示す【自事業所の管理業務をできる条件を整える】【日々の活動の効率を上げ、

利用者数とスタッフ数の急な変動に対処する】等 7 つの大項目、大項目の実現に必要な

行動目標としての中項目 25 項目、具体的行動例としての小項目 66 項目で構成された。 

検証結果、有用性および実用可能性があるといえる。 
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